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注１ は、都政又は都独自の税制改正に係る事項である。

２ 「固定」は固定資産税、「都計」は都市計画税である。

政治・経済・都政の動向と主な税制改正①

網掛けの項目

年度（平成）

12 ○ 法定外目的税の創設、法定外普通税が協議制へ

(都) 自動車税…超過不均一課税制度導入

(都)銀行外形課税開始、東京都税制調査会設置、不正軽油撲滅作戦開始 (都) 固定・都計…新築住宅減免の創設

13 ○ 米国同時多発テロ等による世界的な景気減速 ○ 自動車税…環境への影響に応じた特例措置（グリーン化）の創設

14 ○ 年度後半の経済減速や株価低迷等により、景気は長期停滞傾向 (都) 宿泊税の導入

(都)個人都民税の直接徴収開始 (都) 固定・都計…小規模非住宅用地減免の創設

15 ○ 輸出・生産回復などから企業収益改善、株価は持ち直し ○ 法人事業税…外形標準課税制度の創設（16年度から適用）

○ 日本郵政公社発足、首都圏ディーゼル車規制開始 ○ 事業所税…新増設に係る事業所税の廃止

(都)銀行外形課税（H12-15）訴訟和解 ○ 不動産取得税…税率の引下げ（4％→3％）

16 ○ 世界経済の回復、企業収益大幅改善により景気は堅調に回復 ○ 所得譲与税創設（本格的な税源移譲までの暫定措置）

(都) インターネット公売・コンビニ納税開始 ○ 固定…条例減額制度の創設

17 ○ 民間需要中心の緩やかな景気回復が継続 ○ 個人住民税…定率減税を1/2に縮減

○ 耐震強度偽装問題 ○ 法人事業税…分割基準見直し（本社管理部門1/2廃止等）

(都)新銀行東京開業、首都大学東京開学、自動車のタイヤロック開始 (都) 固定・都計…負担水準65％超の商業地等に係る軽減

18 ○ 海外経済拡大により輸出が増加し、企業収益や設備投資が好調に推移

○ 地方分権改革推進法成立

(都) 「10年後の東京」策定 ○ 固定…評価替えに伴う負担調整措置見直し（負担水準の均衡化促進）

19 ○
米サブプライムローン問題を発端に市場が混乱、資源価格高騰、円高
進行

○ 個人住民税、個人事業税、法人事業税…減価償却制度の見直し

○ 年金記録問題 ○ 固定…バリアフリー改修に伴う減額制度

20

○ 後期高齢者医療制度施行 ○ 個人住民税…寄付金税制の拡充（ふるさと納税制度の創設）

○
米リーマンショックを契機とする世界金融危機の影響を受け、年度後半
以降急速に景気が悪化

○
消費税を含む抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人
事業税の一部を分離し、地方法人特別税・譲与税を創設

個人住民税…3兆円規模の税源移譲に伴う10％比例税率化（19年度か
ら適用）、定率減税廃止

政治・経済・都政の動向 主な税制改正

地方分権一括法施行…機関委任事務制度の廃止、国の関与の新しい
ルールの確立等

○

○

三
位
一
体
改
革
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政治・経済・都政の動向と主な税制改正②

注１ は、都政又は都独自の税制改正に係る事項である。

２ 「固定」は固定資産税、「都計」は都市計画税である。

網掛けの項目

年度（平成）

21 ○ 設備投資・住宅投資・輸出が大幅に減少し、2年連続のマイナス成長

○ 企業収益の悪化等により、都税収入は過去最大となる約1兆円の減収

○ 民主党へ政権交代、地方分権改革推進計画（閣議決定） (都) 住宅耐震化促進税制、省エネ促進税制、次世代自動車促進税制

22 ○ 年度前半まで景気が緩やかに持ち直し3年ぶりのプラス成長

○ 東日本大震災発生（23年3月）以降、経済活動は急激に落ち込み

23 ○ 欧州政府債務危機による世界経済の減速、歴史的円高

○ 復興財源確保法成立

24 ○ 年明け以降、円安・株高の進展等景気は回復の兆しへ

○ 社会保障と税の一体改革関連法成立、自民党政権復帰

25 ○ 企業収益改善や個人消費増加により景気回復基調が持続 ○ 個人住民税…上場株式等に係る配当等に対する軽減税率の終了

○ 2020年夏季五輪東京開催決定 (都) 不燃化特区支援税制の導入

26 ○ 消費税率引上げ（4月）の影響等で年度前半はマイナス成長 ○
法人事業税の暫定措置の一部復元による標準税率引上げと地方法人
特別税の規模縮小

○ 地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策

(都)東京都長期ビジョン策定

27 ○ 社会保障・税番号（マイナンバー）制度関連法施行 ○ 法人事業税…外形標準課税の拡大及び所得割標準税率の引下げ

○ 訪日外国人観光客数が3年連続で過去最高を更新 ○ 地方消費税…税率（国・地方）の引上げ時期の変更（29年4月へ）

28 ○ 雇用・所得環境の改善により景気は緩やかな回復基調が継続 ○ 法人事業税…地方法人特別税廃止、事業税復元（31年10月へ延期）

○ 小池知事就任（8月）、米国トランプ大統領就任（29年1月） ○ 地方消費税…税率（国・地方）の引上げ時期の再延期（31年9月へ）

(都) 2020年に向けた実行プラン策定 ○ 法人住民税…寄付金税制の拡充（企業版ふるさと納税制度の創設）

29 ○ 住宅宿泊事業法公布（平成30年6月15日施行） ○ 個人住民税…配偶者控除・配偶者特別控除の見直し

（都）都議選で都民ファ第1党（7月）　　　　　○衆院選で自民圧勝（10月） (都) 民有地を活用した保育所等整備促進税制に係る固定資産税等の減免

道路特定財源の一般財源化により、自動車取得税・軽油引取税を目的
税から普通税に改め、使途制限を廃止

○

震災と逆転国会の影響で、23年度税制改正は分離・修正され23年6月・
11月に成立

個人住民税…一般扶養控除（年少分）の廃止、特定扶養控除の上乗せ
見直し（24年度分から適用）

固定・都計…評価替えに伴う税負担の調整措置（住宅用地の据置特例
について段階的に廃止）

政治・経済・都政の動向 主な税制改正

○

○

○

法人住民税法人税割の地方交付税原資化による標準税率等引下げと
地方法人税の創設

○

義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し

事
務
・
権
限
の
移
譲
な
ど

（都）都議選で都民ファ第1党（7月）
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国・地方の税源配分について

年 度 租税総額 国 税 地 方 税

H19 ９２．２兆円
５２．７兆円
〔57.1％〕

３９．５兆円
〔42.9％〕

H20 ８４．７兆円
４５．８兆円
〔54.1％〕

３８．９兆円
〔45.9％〕

H21 ７４．２兆円
４０．２兆円
〔54.2％〕

３４．０兆円
〔45.8％〕 <46.7％>

H22 ７７．４兆円
４３．７兆円
〔56.5％〕

３３．７兆円
〔43.5％〕 <45.3％>

H23 ７８．７兆円
４５．２兆円
〔57.4％〕

３３．５兆円
〔42.6％〕 <44.6％>

H24 ８０．８兆円
４７．０兆円
〔58.2％〕

３３．８兆円
〔41.8％〕 <43.9％>

H25 ８５．９兆円
５１．２兆円
〔59.6％〕

３４．７兆円
〔40.4％〕 <42.7％>

H26 ９３．９兆円
５７．８兆円
〔61.6％〕

３６．０兆円
〔38.4％〕 <40.9％>

H27 ９８．３兆円
６０．０兆円
〔61.0％〕

３８．３兆円
〔39.0％〕 <41.1％>

H28 ９７．５兆円
５９．０兆円
〔60.5％〕

３８．６兆円
〔39.5％〕 <41.4％>

H29見込 １００．０兆円
６１．３兆円
〔61.3％〕

３８．７兆円
〔38.7％〕 <40.6％>

H30計画 １０２．３兆円
６２．８兆円
〔61.4％〕

３９．５兆円
〔38.6％〕 <40.6％>

◎税源配分の推移

国民の租税（租税総額＝９７．５兆円）

国 税
（５９．０兆円）

60.5％

地方税
（ ３８．６兆円）

39.5 ％

地方の歳出
（純計ベース）
９７．３兆円

57.8％

地方交付税
国庫支出金等

国民へのサービス還元

国と地方の歳出総額（純計）＝１６８．４兆円

国の歳出
（純計ベース）
７１．１兆円

42.2％

（注）精査中であり、数値が異動することがある。

（注）地方税には、超過課税及び法定外税等を含まない。

（注）国税は地方法人特別税を含み、地方税は地方法人特別譲与税を含まない。

（注） 地方税には、超過課税及び法定外税等を含まない。

（注） 枠外の＜＞は、国税に地方法人特別税を含まず、地方税に地方法人特別譲与税を含め
た場合の地方の配分比率である。

（注） 「H29見込」は国税においては実績見込額、地方税においては推計額（H29.12時点）である。

法人事業税への

復元時ベース

◎国・地方の歳入歳出（平成28年度決算）
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テキスト ボックス
国・地方の税源配分


T0023500
テキスト ボックス
注　総務省ホームページより抜粋。




 

〔
地
方
税
内
訳
〕

個人市町村民税

36.6％

79,833億円

個人

道府県民税

27.4％

48,402億円

法人市町村民税

9.1％

19,915億円

法人事業税・ 
法人住民税
　26.5％

　     　46,904億円

地方消費税

26.6％

47,068億円

固定資産税

41.0％

89,434億円

自動車税

8.6％

15,258億円

軽油引取税

5.4％

9,492億円

都市計画税

6.0％

13,043億円

その他

7.3％

15,867億円

その他

5.5％

9,806億円

〔

〕

国税・地方税の税収内訳（平成30年度予算・地方財政計画額）

国 税

628,432億円

地方税合計

395,022億円

所得税

30.3％

190,200億円

・法人住民税 6.7％ 26,463億円 

・法人事業税 10.2％ 40,356億円

法人税

19.4％

121,670億円

地方消費税

11.9％

47,068億円

固定資産税

22.6％

89,434億円

消費税

27.9％

175,580億円

その他

16.0％

63,466億円

その他

22.4％

140,982億円

・揮発油税 25,793億円
(地方揮発油税を含む)

・地方法人特別税 20,260億円

・相続税 22,400億円

・酒税 13,110億円

・印紙収入 10,540億円

・たばこ税 8,740億円
（このほか、たばこ特別税 1,288億円）

道府県税

176,930億円

地
方
税
内
訳

・自動車税 15,258億円

・都市計画税 13,043億円

・地方たばこ税 10,021億円

・軽油引取税 9,492億円

市町村税

218,092億円

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000

個人住民税
32.5％

128,235億円

法人事業税・
法人住民税
16.9％
66,819億円

１０兆円 ２０兆円 ３０兆円 ４０兆円 ５０兆円 ６０兆円

 （注）１ 各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

 ２ 国税は予算額（特別会計を含む）、地方税は、超過課税及び法定外税等を含まない。

 ３ 国税は地方法人特別税を含み、地方税は地方法人特別譲与税を含まない。

 ４ 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

 注 総務省「国税・地方税の税収内訳（平成30年度予算・地方財政計画額）」をもとに作成。
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地方税の税収内訳（平成30年度地方財政計画額）

地方税合計

395,022億円

個人住民税

32.5％

128,235億円

地方法人二税

16.9％

66,819億円

地方消費税

11.9％

47,068億円

固定資産税

22.6％

89,434億円

その他

16.1％

63,466億円

道府県税

176,930億円

自動車税

8.6％

15,258億円

軽油引取税

5.4％

9,492億円

・自動車税 15,258億円

・都市計画税 13,043億円

・地方たばこ税 10,021億円

・軽油引取税 9,492億円

個人道府県民税

27.4％

48,402億円

市町村税

218,092億円

地方法人二税

26.5％

46,904億円

法人市町村民税

9.1％

19,915億円

地方消費税

26.6％

47,068億円

その他

5.5％

9,806億円

都市計画税

6.0％

13,043億円

個人市町村民税

36.6％

79,833億円

固定資産税

41.0％

89,434億円

その他

7.3％

15,867億円

０ ５兆円 10兆円 15兆円 20兆円 25兆円 30兆円 35兆円

（注）１ 各税目の％は、地方税・道府県税・市町村税それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。

２ 数値は、超過課税及び法定外税等を含まない。

３ 法人事業税・法人住民税には、地方法人特別譲与税を含まない。 5

T0023500
テキスト ボックス
地方税の税収内訳（平成30年度地方財政計画額）


T0023500
テキスト ボックス
注　総務省「地方税の税収内訳（平成30年度地方財政計画額）」をもとに作成。


T0023500
テキスト ボックス
　
　法人事業税・
　法人住民税
　　16.9％
　66,819億円


T0023500
テキスト ボックス
　
　法人事業税・
　法人住民税
　　26.5％
　46,904億円




　　（注）１　表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。

　　　　　２　平成28年度までは決算額、29年度及び30年度は地方財政計画額である。

　　　　　３　括弧書きは、平成21年度以降、国から都道府県に対して譲与されている地方法人特別譲与税を含めたものである。

22.7

24.0

26.4

29.2

30.9

32.5

34.1

33.7 32.9
32.0 33.1

34.5

35.6
35.4

34.5 35.0 35.0

32.9

32.2

33.0
34.2

35.8

39.5

38.9

34.0
33.7 33.5

33.8

34.7
36.0

38.3 38.6

39.1
39.5

15

20

25

30

35

40

45

60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

兆円

約３兆円の
税源移譲

年度
0

計画 計画

地方税収（地方財政計画ベース）の推移

(34.6) (35.1) (35.1)
(35.5)

(36.7)

(38.4)

(40.4) (40.3)

(41.1)
(41.5)
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T0023500
テキスト ボックス
地方税収（地方財政計画ベース）の推移


T0023500
テキスト ボックス
注　総務省作成資料より抜粋。


T0523362
テキスト ボックス
計画（地財）




1

主要税目（地方税）の税収の推移
（
15.0

地方法人二税 10.6

11.3
11.5 11.4

10.010.2

個人住民税

10.4

所得譲与税
3.0兆円

12.1
12.3 

12.6 
12.4

11.5 
11.3 

11.7
12.1 

12.3 12.5 12.5 
12.6 12.8

6.6
7.4

7.8 8.0
7.6

6.4 7.1

4.1

4.6 
4.9 

5.2 固定資産税

4.1
4.4 4.5 

4.7
5.1

3.1

5.0
4.7 4.6 4.7

2.6 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 
2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.4 

2.6 2.6 2.6 2.6

地方消費税

0.8

0.0
６０ ６１ ６２ ６３ 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０

年度 計画計画

（注）１ 表中における計数は、超過課税を含まない。

２ 平成28年度までは決算額、29年度及び30年度は地方財政計画額である。

３ 法人事業税・法人住民税の平成21年度以降の点線は、国から都道府県に対して譲与されている地方法人特別譲与税を加算した額。

（㉑ 0.6兆円、㉒ 1.4兆円、㉓ 1.5兆円、㉔ 1.7兆円、㉕ 2.0兆円、㉖ 2.4兆円、㉗ 2.1兆円、㉘1.8兆円、㉙2.0兆円、㉚2.0兆円）

0.0 9.7 9.510.0
8.9

7.7 
8.4

9.1

9.6

8.2 7.5
7.9

9.6

8.3 
8.7 8.7

9.3

9.0

9.2

9.1 8.9 9.0

9.0
8.6 8.7 8.7

8.3

9.1
8.7 
9.2
8.7 8.7 8.8 8.8

8.5 8.5 
8.6 8.6 8.8 

8.9 8.9 

8.7 8.7

7.1

9.7

8.2

7.1 7.1

8.6 
8.1

8.4 
8.6 
8.4 地方法人特別譲与税を含む 8.2 8.1 8.1

5.0

6.2 6.2
5.9

6.5 6.6 6.8
6.9

6.1
6.5 

6.7

6.0

6.7

4.7

5.8 6.0

5.8 
6.0

6.3
6.7 6.7

5.6 5.7

（兆円）

（注）

４ 総務省「主要税目（地方税）の税収の推移」をもとに作成。
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T0023500
テキスト ボックス
　法人事業税・
　法人住民税 



T0523362
取り消し線



地方財政の果たす役割

○ 我が国の内政を担っているのは地方公共団体であり、国民生活に密接に関連する行政は、そのほとんどが地方団体の手で実施されている。

○ その結果、政府支出に占める地方財政のウェートは国と地方の歳出決算・最終支出ベースで約３／５となっている。

○国と地方の役割分担（平成28年度決算）
<歳出決算・最終支出ベース> ○国と地方との行政事務の分担

注 総務省資料より抜粋。
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9

T0023500
テキスト ボックス

地方財政計画（通常収支分）の歳出の分析


T0023500
テキスト ボックス
注　総務省資料より抜粋。


T0523362
テキスト ボックス



注１ 総務省ホームページより作成。

２ 国税は特別会計分を含み、地方税は超過課税分及び法定外税を含む。また、国税は地方法人特別税を含み、地方税は地方法人特別譲与税を含まない。

３ 表示単位未満四捨五入により合計等が一致しない箇所がある。

国・地方の主な税目及び税収配分の概要

所得税

17.6兆円
法人税

10.3兆円
その他

2.8兆円
消費税

17.2兆円

揮発油税

2.4兆円
酒税

1.3兆円 たばこ税

自動車重量税

等

4.0兆円

相続税

2.1兆円

その他

1.1兆円

法人事業税

4.1兆円
個人道府県民税

5.1兆円

法人道府県民税

等

1.0兆円
地方消費税

4.7兆円
自動車税

1.5兆円

軽油引取税

自動車取得税

等

1.3兆円

不動産取得税等

0.4兆円

個人市町村民税

7.4兆円
法人市町村民税

2.2兆円

市町村たばこ税

軽自動車税

等

1.2兆円

固定資産税

8.9兆円

都市計画税

1.3兆円

事業所税

等

0.4兆円

国
59.0兆円

60.0%

道府県
18.1兆円

18.4%

市町村
21.3兆円

21.6%

所得課税 30.7兆円 52.1% 消費課税 25.0兆円 42.4% 資産課税等

3.2兆円

5.5%

所得課税 10.2兆円 56.0% 消費課税 7.5兆円 41.5% 資産課税等

0.4兆円

2.5%

所得課税 9.6兆円 45.0% 消費課税

1.2兆円

5.5%

資産課税等 10.5兆円 49.5%

所得課税

50.4兆円
消費課税

33.7兆円

資産課税等

14.2兆円

<国・都道府県・市町村税収計：98.3兆円>（平成28年度決算額による）
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31.2%

53.1%

34.1%

42.6%

30.0%

37.4%

20.3%

11.2%

9.3%

7.5%

7.4%

8.8%

34.6%

22.2%

41.1%

45.3%

39.0%

36.7%

13.9%

13.5%

15.5%

4.7%

23.6%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本

アメリカ

イギリス

ドイツ

フランス

スウェーデン

個人所得課税 法人所得課税 消費課税 資産課税等

注１ "Revenue Statistics 1965-2016"(OECD)による、2015年の数値である。
２ 税収は、国税及び地方税の合計数値である。また、所得課税は資産性所得に対する課税を含む。
３ 国税として計上されている社会保障負担は租税負担から除いている。フランスの社会保障目的税は租税負担に含む。
４ 端数処理の関係上、各項目の計数の和が合計値と一致しないことがある。

所得、消費、資産課税等の割合の国際比較（租税全体）
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平成28年度東京都税制調査会答申（抜粋）①

Ⅰ 税制改革の方向性

１ 地方税体系のあり方

（１）基本的な考え方

・ 地方自治体は、福祉、教育、社会資本整備等、生活に密接に関連する様々な行政サービスの提供において

重要な役割を担っている。少子・高齢化の一層の進展に伴い、とりわけ、医療、介護、子育て支援等の社会

保障分野においては、地方自治体が提供する行政サービスの重要性が一段と高まっていくと考えられる。

・ 地域住民のニーズはますます高度化・多様化しており、地方自治体は、地域の実情に応じた住民ニーズを

的確に把握し、充実したきめ細かな行政サービスを提供していかなければならない。こうした施策や事業に

必要な経費を地域で負担することにより、受益と負担との関係が明確化される。地方自治とは、地方自治体

が自らの責任で自主的・自立的に行財政運営を行うことにより、初めて実現できるものである。

・ 現在、国と地方の歳出の割合は４対６であるのに対し、税収の割合は６対４と逆転している。地方自治体

の役割の大きさを踏まえれば、地方の自主財源の充実強化が不可欠であり、特に地方税の充実を図ることに

より、地方自治体の自主性・自立性を高めていくべきである。

・ 国と地方の税源配分としては、税源が全国に普遍的に存在し、税収規模の大きい基幹税については、国と

地方が果たすそれぞれの役割に応じて、国税と地方税で分かち合うことが適当である。また、地方自治体が

住民に不可欠なサービスを継続的に提供するためには、地域間の偏在が小さく、税収が安定的な地方税体系

を構築することが重要である。

・ 特に、地方自治体が行う医療、介護、子育て支援等のサービスに係る経費は今後確実に増加していく。

社会保障関係における地方自治体の果たす役割の大きさを考慮すれば、現在の国・地方間の配分よりも、

地方税源の割合を一段と高めていくことが必要となる。
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平成28年度東京都税制調査会答申（抜粋）②

Ⅰ 税制改革の方向性

１ 地方税体系のあり方

（２）将来を見据えた税制改革

・ 我が国、とりわけ首都圏においては、通勤等による昼間の人口移動が激しいという特徴があ

る。地域には、そこに住む人のほか、生産活動に従事する人、消費活動を行う人がおり、それ

ぞれ当該地域の行政サービスを享受している。このことを考慮すると、地方税においても、所

得循環の生産、分配、支出という三つの課税ポイントでバランス良く課税することが望ましい。

・ また、地方自治体が提供する行政サービスの財源となる税を住民が広く公平に分かち合うた

めには、所得課税（住民税、事業税）、消費課税（地方消費税、自動車税、軽油引取税等）、

資産課税（固定資産税、都市計画税、不動産取得税等）を適切に組み合わせ、全体として均衡

のとれた税体系を構築する必要がある。

・ 特に、社会保障分野において重大な役割を果たしている地方自治体が、必要なサービスを十

分かつ安定的に提供できるよう、社会保障の充実の全体像を見据えた上で、地方税の更なる充

実を図り、安定的な地方税体系を構築するべきである。

・ 次世代を含めた国民が、安心して希望を持って暮らせる社会経済システムを築くためには、

将来を見据え、中長期的な視点から税制改革を行うことが必要である。
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